


アジアでも劣勢の日本

　（一社）海外コンサルタンツ協
会（ECFA）は最近、小冊子の
「The Vision2030」を作成した。
筆者はその巻頭の「国際場裡にお
けるわが国コンサルタントの立ち
位置」に驚愕し、大きな衝撃を受
けた。それが今回の論点である。
　世界規模で見ると、自国以外で
の売上高上位225社のコンサルテ
ィング企業の売上総額は、7,232
億ドル（2019年）である。それ
を国別の順位で見ると、１位が欧
州で、そのシェアは39.5％。２
位が米国（20.5％）で、欧米が
全体の60％を占めている。そし
て３位カナダ（15.3％）、４位
オーストラリア（9.4％）、５位
中国（5.9％）、６位日本（1.3
％）、７位韓国（0.8％）と続く。
日本は歴史的に見て、より後発で
あるはずの中国にも差をつけられ
ている。これは、日本政府の政府
開発援助（ODA）に大きく依存
しすぎたせいなのか、開発コンサ
ルティング企業の本来の海外展開、

つまり国際化がいかに遅れている
かを如実に物語っていると言えな
いだろうか。
　その劣勢ぶりは、日本にとって
最大の経済市場であるはずのアジ
ア地域でも顕在化しているから深
刻だ。先に述べた225社は、19年
にアジア地域で総計160億ドルを
売り上げている。国別シェアで見
ると、１位は米国（30.2％）、
２位が欧州（22.4％）、３位中
国（17.3％）、４位カナダ（9.7
％）、５位が豪州（8.6％）、６
位日本（2.9％）、７位韓国（2.1
％）という順位である。
　欧米の場合は日本と大いに異な
り、国内と海外の売上比率が概ね
６対４と拮抗しており、バランス
のとれた理想的な展開を遂げてい
るようである。しかもコンサルテ
ィング業の自国内依存比率が60
％と大きいことが、日本と大いに
異なるところだ。欧米諸国の有利
な点は、いわば国内の延長として
海外展開を図ることができること
だ。つまり、60％の国内依存度
でコンサルティング企業の体力を

蓄えて海外展開しているのである。
それに加えて、植民地時代からの
途上国人脈も海外展開を支えてい
る大きな要因の一つである。多く
の途上国でインフラを含む開発計
画を立案する官僚人材は、こぞっ
て欧米の一流大学を卒業し、欧米
との知的人脈をつくっているケー
スが多いと言われている。つまり、
知的なヒューマン・リレーション
という面で欧米には極めて有利な
面が見られる。
　また、世銀など国際機関におい
ても欧米は有利であると言われる。
例えば大学時代の“同期の桜”が
多くの国際機関で活躍しているか
らだ。とにかく、欧米諸国は途上
国の経済・社会のインフラ造りに
携わる人脈形成で歴史的な“地の
利”もさることながら、人脈的な
“知の利”も得ているように見え
る。

内外一体化でない日本

　日本の場合は歴史的に見て、欧
米のように内外一体化で開発コン
サルタント業が国際化したわけで

はない。あえて言うと、事の始ま
りは戦後賠償事業からであり、そ
れがODA事業に引き継がれて今
日に至っていると言っても過言で
はない。現実に日本のコンサルテ
ィング業は「内は内」「外は外」
というバラバラの発展プロセスを
経ており、「外は外」という形に
発展してきた現在の海外志向の開
発コンサルティング業は、主に
ODAの一環に組み込まれながら
成長してきたと言える。そして、
約300社に及ぶ海外対応可能な開
発系コンサルティング企業が
ODAベースの国際協力事業を支
えている。
　欧米の場合は、国家の国内事業
に組み込まれながら発展してきた
コンサルティング企業が、植民地
時代を含めて政府の海外事業
（ODAを含む）にも参画して国
際競争力を身につけてきたと言え
る。日本の場合は、欧米のように
内外一体化の中で育てられていな
い。だから、その歴史的なハンデ
ィキャップは大きい。
　これから政府がソフト系産業を
未来産業として育成する覚悟があ
るならば、まずはその一翼を担う
開発系コンサルティング業発展の
ために内外一体化政策に踏み込む
べきである。本来ならば、国内で
培った力を海外で発揮するのが国
際化への本道であるはずだろう。
　しかし、日本は欧米と異なる道
を歩いてきた。欧米では国家政策
を立案する場合でも、政策アドバ
イスの研究所や専門家が多く存在
して、国家政策立案をサポートし
ている。彼らのことを政策アドバ

イザーと呼ぶが、別名で政策コン
サルタントと呼ばれることもある。
彼らは、国レベルは言うまでもな
く、州、県レベルにも存在し、政
策立案をアドバイスしたり、立案
を直接手伝ったりしている。

政策不在のコンサルタント育成

　日本では明治時代に高額で外国
人専門家を雇ったことはあったが、
官僚体制が確立され、人材が育つ
につれて専門家の外国依存度は大
幅に減少していった。優れた官僚
たちが国家政策の立案に当たり、
ある意味で政策立案の独占化を続
けて来たと言える。
　官僚たちが政策の立案から実施
レベルまですべて独占し、民間専
門家の介入を許さなかった。それ
は日本企業経営にも反映され、経
営コンサルタント業の出現を遅ら
せた。日本は欧米とは真逆の歴史
を歩んできたと言える。
　例えば、官邸の経済協力インフ
ラ戦略会議では、“オールジャパ
ン”から“コアジャパン”という

考え方を唱えているが、そこには
インフラ案件づくり、その獲得な
どが主たるテーマとして目立つだ
けで、案件づくりのための開発計
画の立案を担う開発コンサルタン
トの育成や支援などの政策議論は
聞こえてこない。
　開発コンサルタントに関する高
度な政策があるとしたら、ODA
ベースによる途上国の開発計画づ
くりを手伝う以外にないように見
える。ところが、それも円借款な
ど短期的な案件づくりを優先させ、
インフラ輸出に結びつけようとす
る傾向が多く見られるだけである。
　最近では、日本の真価を発揮で
きるような開発計画の立案、その
推進力が弱まっているように感じ
てならない。
　何はともあれ、国造りの原点に
立って、途上国の国家開発計画づ
くりのための本格的な国際協力や
ODAを推進すべきではなかろう
か。そこで、日本の開発コンサル
タントの真価が問われることにな
ろう。

問われる国際競争力
開発コンサルティング業界
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ラオスのナムグムダム（水力発電ダム）―戦後賠償援助案件で現在も稼働している



特集 危機のミャンマー
政変から読みとる開発課題

2021年２月１日、ミャンマー国軍はクーデターを決行し、全権を掌握。10年にわたる同国の民主化は完全
に頓挫した。当初は無血クーデターとも呼ばれていたが、今や抗議デモへの弾圧は激しさを増し、多くの
血が流れている。こうした事態を受け、日本による新規の政府開発援助（ODA）は事実上停止しており、
他の主要ドナーも延期や見合わせを打ち出す可能性が示唆されている。対立の長期化や開発援助の先
細りが想定される中、ミャンマーの国づくりや開発では今後、どのような課題が浮上してくるのか。
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シャッターが閉まり閑散とするヤンゴンの商店街。お店の貼り紙には「2021年の３月20日からしばらく閉店する」と書かれ
ている。国軍とデモ隊との対立が長引く中、経済や社会への影響も深刻化しつつある＝北角裕樹氏撮影

1．危機の構図
     国際社会は軍政に圧力と説得を　政策研究大学院大学（GRIPS） 教授　工藤 年博氏
     長期戦が予想される“王vs女王”　シンガポール元外務次官　ビラハリ・カウシカン氏

2．少数民族問題の行方
     五里霧中の国民和解

3．混乱極める経済・社会
     日本企業の間で落胆広がる

4．ドナーの役割
     停滞と格差拡大の時代が再来か
　　[Interview]　
　　みずほリサーチ＆テクノロジーズ（株）理事長／前アジア開発銀行（ADB） 総裁　中尾 武彦氏
     国民のためにこそODA事業を実施
　　日本工営（株） コンサルティング事業統括本部 営業統括部長代理 兼 海外営業部長　田村 勤氏
     子供の成長に空白を作るな
　　日ミャンマー教育省 政策アドバイザー／（株）国際開発センター 理事長　牟田 博光氏

5．地域開発への影響
     中緬経済回廊の継続には慎重な判断
　　雲南大学 周辺外交研究センター／国際関係研究院 教授　畢 世鴻氏
     将来見据え新たな展望を

ひつ せこう

時代に応じ変化した日本の対ミャンマー支援
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危機のミャンマー～政変から読みとる開発課題

ケンブリッジ大学修士課程を修了後、1994年にアジア経済研究
所に入所。2000～03年、海外派遣員としてヤンゴンに駐在。新領
域研究センター長などを経て、15年から現職。専門はミャンマー地
域研究と開発経済
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ようとした。一方、総司令官も
今年７月で引退予定で機を逃せ
ない。長く続く対立関係の中、
パワーシェアリングで成立した
と思われた信頼関係は崩壊した。

広がる市民不服従運動（CDM）

―国軍の今後の思惑はどうですか。
　国軍は、２年の非常事態宣言
の間に自分らの統治能力を見せ
ようとした。新型コロナウイル
ス対策、少数民族との停戦、外
資を呼び込む経済政策などで
NLDより優れた統治能力を見せ
たかった。その間にスー チー氏
に有罪判決を出して選挙に出ら
れなくし、NLDも解党するなど
弱体化させ、国軍に有利な選挙
をして政権を取り戻そうとした。
　ところが、市民不服従運動
（CDM）を含めた反政府運動で、
国軍のシナリオは崩れた。この
ままでは経済が麻痺し、人々が
困窮する。治安も悪化し、ます
ます反軍政感情が募る。全国で
衝突が起きているが、犠牲にな
っているのは比較的貧しい地域
の若者が多い。「死ぬまで戦
う」と言う若者も多く、犠牲者
の増加が心配される。
　CDMは医師らが始めた。多く
は保健省や傘下の病院に勤めて
いるが、医療資源が足りない上、
昨年からコロナ禍対応で大変な
勤務を続けてきたところでクー
デターが起き、「もうやってら
れるか」となった。
　一方、国軍も降参はしないだ
ろう。CDMに参加する警察や治

安当局の人が増えているとの報
道もあるが、国軍が割れるほど
の動きではないと思う。

―民政移管から10年の経済開発の
成果をどう評価しますか。
　道路や電気などインフラがあ
る程度、整備された効果が出て
いる。農村電化も進んだ。しか
し、階層間、地域間の格差は広
がった。ヤンゴンに土地を持つ
人や高等教育を受けた人材は、
この10年間で豊かになったが、
取り残された人や地域も多い。
　ロヒンギャ問題については大
半のミャンマー人が「不法移民
であり、出て行って当然だ」と
言い、軍が悪いことをしても問
題にしなかった。スー チー氏も
政治家だから、国民の支持を失
うようなロヒンギャ寄りの発言
はしない。だが今、国軍の弾圧
を受けた市民の間に「自分らが
間違っていた。ロヒンギャに謝
りたい」という人もいる。少数
民族地域で国軍がやってきたこ
とに「自分たちは知らなかった。
無自覚だった」と気付いた若者
も多い。新たなミャンマー国民
意識が誕生するきっかけになる
か、注目している。

中国にとっては不安材料

―中国の立場をどう思いますか。
　今回のクーデターは、中国に
とって歓迎すべき事態ではない。
2,000キロ以上の国境を接し、原
油とガスの中国向けパイプライ
ンと港がある隣国で大規模な反

政府運動が起き、いつでも反中
運動に転化し得る。テイン セイ
ン政権の「中国離れ」の後、中
国はスー チー氏と再び緊密な関
係を築いた。昨年１月の習近平
国家主席の訪緬で、一帯一路の
下で策定された「中国ミャンマ
ー経済回廊」の実現へ向け、再
始動したばかりだった。これら
が振り出しに戻る可能性がある。

―日本の役割をどう考えますか。
　とにかく国軍に自制するよう、
説得を続ける必要がある。彼ら
はクーデターの大義名分として
不正選挙をあげ、自由公正な選
挙をやり直すと言っている。や
ってもらえばよい。だが、これ
だけ国民が怒り、反対している
から、国軍だけでやるのは無理
だ。日本は東南アジア諸国連合
（ASEAN）と組んで選挙管理を
含め、支援できないか。
　その代わり、比例代表制を導
入し、いろいろな少数民族も含
めた政治参加の機会を作れば、
国軍も一応、大義名分は果たせ
る。選挙が終わったら、誰が勝
っても負けても兵舎に帰る。国
軍の政治関与は弱めていく。
　今はこんなシナリオは夢物語
に聞こえ、ミャンマー国民も受
け入れ難いだろう。それでも国
軍のこぶしを下ろさせなければ、
民主主義の回復はない。どんな
結果になっても、傷ついたミャ
ンマー人、社会、経済が残る。
日本はその復興を全力で支援す
べきだ。

パワーシェアリングの破綻

―軍事クーデターの背景は。
　23年間続いた旧軍政から2011
年に「民政移管」が実現した経
緯に遡る必要がある。それまで
アウン サン スー チー氏や国民
民主連盟（NLD）、学生運動組織
は徹底的に弾圧されてきた。国
軍の主流である保守派はスーチ
ー氏に権限を移譲するつもりは
なく、彼女を排除しようとした
が、なかなかできなかった。
　彼女には力の源泉が二つあっ
た。一つは国民のカリスマ的な
人気。もう一つは、国際社会、
特に米国への影響力だ。軍の中
で改革派と思われていたキン ニ
ュン氏（元首相）が仲介し、軍
政トップのタン シェエ氏と話し
合い、ディールが成立すること
があった。そうすると自宅軟禁
が解かれたが、やがて約束違反
が起き、また自宅軟禁に置かれ
ることを繰り返した。今回も長
い歴史で見れば、その延長だ。

　民政移管で生まれたテイン セ
イン大統領は当時、軍政の序列
４位で、08年のサイクロンの際、
国際社会の救援を受け入れるか、
もめた時の首相だ。甚大な被害
を受けた現場を見て国際協調の
必要性を実感し、改革派に変わ
っていった。タン シュエ氏らが
引退後、テイン セイン氏が仕切
ることになった。彼はスー チー
氏と協力しない限り、国際社会
の制裁が解けないと分かってい
た。11年から改革を進め、スー 
チー氏の政治活動再開も認めた。
先進国からの投資も入り、「ア
ジア最後のフロンティア」と言
われ、改革は大成功した。
　ところが、15年の総選挙で国
軍系政党は国民に嫌われ、大敗
した。 スー チー政権が発足し
たが、問題は彼女と協力する国
軍の改革派が選挙で負けて一掃
された。彼女は国軍との仲介役
を失い、ミン アウン フライン
総司令官との仲は冷えていった。
離婚する夫婦が喧嘩をするので

はなく、徐々に話をしなくなり、
最後は口もきかなくなるような
状況になった。
　ロヒンギャ問題では、スー チ
ー氏は国軍を擁護しているよう
に見えたが、国軍から見れば不
満だっただろう。また、少数民
族との和平を目指したパンロン
会議や経済運営もスーチー氏で
はうまくできないと国軍は思っ
たことだろう。その一方、総選
挙が近づくと、彼女やNLDが国
軍を批判し、SNSではバカにす
るような言葉遣いもした。パン
ロン会議では司令官の演説後、
彼女らは拍手もしなかった。
　20年の総選挙で、国軍内では
総司令官には都合のいい情報し
か上っていなかったのだろう。
本気で勝てると信じていたが、
ふたを開けたら大敗だった。
　憲法の規定上、議席の４分の
１を占める軍人議員は司令官か
ら直接指名されるが、この議員
名簿は未提出だった。しかし、
スー チー氏は議会開会を強行し

２月１日にミャンマーで起きた軍事クーデターは世界に大きな衝撃
を与えた。中でも、巨額の政府開発援助（ODA）と民間投資を注
ぎ込んできた日本煮は大きな痛手だ。政変の背景と今後の見通
し、さらに日本の役割について、ミャンマー研究を専門にする工藤
年博・政策研究大学院大学（GRIPS）教授に聞いた。
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史）
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政策研究大学院大学（GRIPS）教授　工藤 年博氏

国軍の改革派不在も響く

国際社会は軍政に
圧力と説得を


